
【著】小濱道博
【仕様】A5判　162頁
【定価】2,860 円
　　　（本体 2,600 円＋税10％）

介護経営のプロ“小濱道博”氏による「運営指導シリーズ」に
待望の令和6年度報酬改定対応版が登場！

おさえておきたい
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令和 6年度介護報酬改定対応

今さら聞けないお悩みをすぐに解決！この１冊で運営指導も怖くない！

27

3 人員基準　（1）配置する人員（管理者・介護支援専門員）

26

〈チェック事項〉

（1）配置する人員（管理者・介護支援専門員）

1  管理者

□  管理者は常勤専従の主任介護支援専門員か（令和８年度末まで経過措置あり）
□  管理者の兼務は基準の範囲内か

2  従業者（介護支援専門員）

□  常勤の介護支援専門員を 1人以上配置しているか
□  介護支援専門員の員数は標準数を満たしているか
□  介護支援専門員証の交付を確認しているか
□  勤務状態をタイムカードなどで確認できるか

◦事業所ごとに常勤の介護支援専門員を 1人以上配置します。管理者との兼務
もできます。

◦居宅介護支援事業所の営業時間中、介護支援専門員は常に利用者からの相談等
に対応できる体制を整えている必要があります。

◦常勤の介護支援専門員の配置は利用者の数 50人に対して 1人の配置が標準と
なります。よって、利用者の数が 50又はその端数を増すごとに 1人の増員が
望ましいといわれています。さらに、介護支援専門員 1人当たりの担当件数
が 45件（一定の要件を満たす場合は 50件）以上となる部分から、介護報酬
の減額対象ともなります。

◦常勤の介護支援専門員は他の業務と兼務することができます。ただし、介護保
険施設に置かれた常勤専従の介護支援専門員との兼務はできません。この場合
のその他の業務は必ずしも居宅サービス事業の業務に限定されていません。

◦介護支援専門員は、試験に合格しただけでは業務を行うことはできません。実
務者研修を受講して、介護支援専門員証を受ける必要があります。管理者は、
介護支援専門員を採用する際には必ず介護支援専門員証を交付されていること
を確認し、控えを保管する必要があります。

2   従業者（介護支援専門員）

人員基準3

◦常勤専従の主任介護支援専門員を管理者として配置します。ただし、令和３年
３月31日時点で主任介護支援専門員でない者が管理者である場合、令和９年３
月31日までは経過期間として介護支援専門員も管理者とすることができます。
◦その管理の業務に支障がない場合は、その事業所の介護支援専門員との兼務又は
同一敷地以外の事業所の管理者や従業者の職務との兼務が可能です。その兼務
は、介護保険施設、病院、診療所、薬局等の業務に従事する場合も認められます。
◦訪問系サービス事業所で、訪問サービスそのものに従事する従業者との兼務は、
管理者の業務に支障があるため一般的には適切ではありません。しかし訪問
サービスに従事する勤務時間が限られている職員の場合は、支障がないとされ
ています。
◦併設する事業所に常駐する老人介護支援センターの職員、訪問介護事業所、訪
問看護事業所等の管理者等との兼務は可能ですが、介護保険施設の常勤専従の
介護支援専門員との兼務は認められません。

1   管理者

管理者・従業者の兼務ができる場合とできない場合

兼務 兼務

兼務

兼務 ※
管理者・従業者等

管理者 生活相談員 機能訓練士

従業員

看護職員 介護職員 管理栄養士他の事業所

常勤専従の
介護支援専門員

管理者 生活相談員 機能訓練士

従業員

看護職員 介護職員 管理栄養士

介護保険施設

兼務

管理者 介護支援
専門員

管理者 生活相談員 機能訓練士

従業員

看護職員 介護職員 管理栄養士

管理者 生活相談員 機能訓練士

従業員

看護職員 介護職員 管理栄養士

居宅介護支援事業所

指定居宅サービス事業に限らず、介護保険施設、
病院、診療所、薬局等の業務も可能

※ ただし、居宅介護支援事業所に 2人以上のケアマネジャーがいる場合には、2人目
以降のケアマネジャーは常勤換算の按

あん
分
ぶん

をすることで、介護保険施設の職員を兼務
することができます。
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運営指導の
通知が来て
しまった…

この加算の要件、
満たしているはずだけど
念のため確認したい

ポイントを絞った内容構成！
運営基準違反・報酬返還とならないために、「これだけ
は押さえておきたい」ところにフォーカスした解説なので
忙しい管理者でもすきま時間に読める！

❶

図解で視覚的に理解できる！
複雑で分かりづらい人員・利用者のカウントや、「常勤」、
「兼務」等の考え方について文章だけでなくイラストでも掲載！

❷

運営指導直前の確認に！
各要件をチェックボックス付きで確認可能！
さらに間違えがちなポイントや注意点を掲載しているので
漏れなく準備できる！

❸

P

OINT

本書のおすすめポイント

3 加算　（2）特定事業所加算・特定事業所医療介護連携加算

第 2 章　介護報酬の算定要件

86

87

　特定事業所加算・特定事業所医療介護連携加算は、質の高いケアマネジメント
を実施する事業所を評価するものです。専門性の高い人材を確保して事業所の体
制を整えていること、実際に支援困難なケースや中重度者の対応をしていること
などが要件となります。特定事業所加算は程度に応じて次の（Ⅰ）〜（Ⅲ）及び

（A）の４区分の基準があり、１月に一度、利用者ごとに所定単位数を加算します。
特定事業所加算・特定事業所医療介護連携加算の区分と単位数（１月当たり）特定事業所加算（Ⅰ）

519 単位 特定事業所加算（Ⅱ）
421 単位特定事業所加算（Ⅲ）
323 単位 特定事業所加算（A）
114 単位 特定事業所医療介護連携加算 125 単位 

〈チェック事項〉

（2）特定事業所加算・特定事業所医療介護連携加算

◦常勤専従の主任介護支援専門員と介護支援専門員を、「算定要件一覧表」（●●
頁）の各区分の要件を満たすように配置します。◦主任介護支援専門員は、居宅介護支援事業所の業務に支障がない場合は 、同
一敷地内の他の事業所の職務を兼務することができます。◦介護支援専門員は、主任介護支援専門員の配置人数とは別に所定の人数を配置
します。介護予防支援との兼務も可能です。

◦利用者の情報やサービス提供上の留意事項などの伝達等を目的とした会議を定
期的に開催している必要があります。「定期的」とはおおむね週１回以上であり、
議事については、記録を作成し、２年間保存しなければなりません。また、議
事には少なくとも次のような項目が必要です。a 現在担当している処遇困難ケースについての具体的な処遇方針b 過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改善方策c 地域の事業者や活用できる社会資源の状況d 保健医療及び福祉に関する諸制度e ケアマネジメントに関する技術 f 利用者からの苦情があった場合は、その内容及び改善方針g その他必要な事項

◦営業日以外でも 24 時間連絡体制・相談対応が可能な体制が必要です。また、
24 時間の連絡体制は、常に担当者に携帯電話を持たせて連絡を取ることがで
きる状況をいいます。一般的には輪番制での対応が多いようです。

◦支援困難な事例には、常に地域包括支援センターと連携を取り合いながら対応
し、自ら積極的に受け入れることが必要です。◦介護支援専門員に対する研修は、前年度中に、年間研修計画を作ります。研修
計画は、介護支援専門員１人ごとに具体的な研修目標、研修内容、期間、実施
時期を明記します。また、年度途中で算定を開始する場合は、届出をする前ま
でに年間の研修計画を作成する必要があります。◦特定事業所集中減算が適用されている場合は、算定できません。運営指導で指
摘を受けて返還指導になるケースが多いので注意が必要です。

1   職員の配置

2   事業所の体制

1  職員の配置
□  常勤専従の主任介護支援専門員は次の各区分の要件を満たす人数を配置し

ているか（支障がない場合、当該事業所の他の職務又は同一敷地内の他の
事業所の職務と兼務も可）ａ　特定事業所加算（Ⅰ）の場合 2 名以上ｂ　特定事業所加算（Ⅱ）（Ⅲ）の場合 1 名以上□  常勤専従の介護支援専門員は次の各区分の要件を満たす人数を配置してい

るか（支障がない場合、当該事業所の他の職務又は同一敷地内の介護予防
支援事業所の職務と兼務も可）ａ　特定事業所加算（Ⅰ）（Ⅱ）の場合 3 名以上ｂ　特定事業所加算（Ⅲ）の場合 2 名以上ｃ　特定事業所加算（Ａ）の場合１名以上※さらに非常勤で１名以上
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略称：運営指導居宅6（095430）
2024.7　NA

●定価：2,860円（本体2,600円＋税10％）［コード095430］
申込部数　　　部

令和６年度介護報酬改定対応 運営指導はこれでＯＫ！
おさえておきたい算定要件【居宅介護支援編】

また、お買い上げ合計金額5，000円（税込）未満のご注文については、国内配送料550円（税込）にてお届けいたします。

※現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、
　代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。

勤務先
自宅

会社・
事務所
個人（私用）

請求先 （公用）事業所名

第一法規ストア

はじめに●今後の介護事業における加算算定の重要性
運営指導の「リスク」は何か
コラム●令和 6度改定の総括（居宅介護支援編）

第 1章　ケアマネジメントプロセスと人員・設備・運営基準
　　　　指定取消しにならないために

1 ケアマネジメントプロセス
　（1）ケアマネジメントの手順
　（2）アセスメント
　（3）プランニング
　（4）サービス担当者会議
　（5）モニタリング
●解説　軽微な変更
●解説　軽微な変更の事例研究

2 ケアプラン作成上の注意点
　（1）ケアプランに医療系サービスを位置づける場合
　（2）短期入所生活介護・短期入所療養介護を利用する場合
　（3）福祉用具の貸与
　（4）訪問介護の利用回数が多い場合のケアプラン届出
　（5）効率的な点検・検証の仕組み

3 人員基準
　（1）配置する人員（管理者・介護支援専門員）
　（2）担当件数と取扱件数のカウント
●解説　常勤と非常勤、専従と兼務
●解説　常勤換算方法

4 設備基準

5 運営基準
　（1）運営規程、重要事項説明書、契約書
　（2）個人情報の取得、利用と管理
　（3）利用者が入院する際の依頼
　（4）主治医等への情報提供
　（5）サービス事業者からの個別サービス計画の提出
　（6）会計の区分
　（7）その他の運営基準
●解説　高齢者の虐待の発生等を防止する措置
●解説　感染症の予防及びまん延の防止のための措置

第 2章　介護報酬の算定要件　報酬返還にならないために

1 居宅介護支援費
●解説　介護予防支援費関係の介護報酬

2 減算
　（1）運営基準減算
　（2）特定事業所集中減算
　（3） 高齢者虐待防止措置未実施減算
　（4） 業務継続計画未策定減算
　（6） 同一建物減算

3 加算
　（1）初回加算
　（2）特定事業所加算・特定事業所医療介護連携加算
　（3）入院時情報連携加算
　（4）退院・退所加算
●解説　退院・退所加算において規定されたカンファレンスとは
　（5）ターミナルケアマネジメント加算
　（6）通院時情報連携加算
　（7）緊急時等居宅カンファレンス加算
　（8）特別地域居宅介護支援加算
　（9）中山間地域等における加算

4 算定の手続き
　（1）「介護給付費算定に係る体制等状况」届の提出
　（2）請求、給付管理、過誤申立
●解説　 月途中にケアプラン作成事業所や保険者が変更になる場合の処理

第 3章　介護予防支援・介護予防ケアマネジメント

介護予防支援
総合事業における介護予防ケアマネジメント
●解説　介護予防支援関係の介護報酬

資料編　指導事例と巻末資料
運営指導で多く見受けられる指導事例
行政処分に見る事例研究
　（1）1人ケアマネで 1,000 万円超の返還になったケース
　（2）重要事項説明書の日付で指定取消しになったケース
　（3） 認知症高齢者のマンション玄関扉を鎖で封鎖して 4ケ月軟禁し、
　　　業務停止処分となったケース
巻末資料・ケアプラン点検支援マニュアル

も く じ


